
【様式第1号】

自治体名：安芸市

会計：連結会計 （単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 67,204,872,781   固定負債 19,620,246,308

    有形固定資産 60,149,466,794     地方債等 16,747,365,212

      事業用資産 23,634,610,945     長期未払金 -

        土地 12,607,548,111     退職手当引当金 1,914,839,168

        立木竹 210,541,410     損失補償等引当金 -

        建物 23,256,286,382     その他 958,041,928

        建物減価償却累計額 -15,695,256,475   流動負債 2,004,452,944

        工作物 6,719,370,555     １年内償還予定地方債等 1,654,977,863

        工作物減価償却累計額 -3,503,157,559     未払金 26,173,687

        船舶 2,980,000     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -2,979,999     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 159,892,393

        航空機 -     預り金 102,119,942

        航空機減価償却累計額 -     その他 61,289,059

        その他 - 負債合計 21,624,699,252

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 39,278,520   固定資産等形成分 69,096,721,237

      インフラ資産 34,840,944,808   余剰分（不足分） -19,753,450,007

        土地 2,272,714,206   他団体出資等分 -

        建物 1,825,985,616

        建物減価償却累計額 -1,077,424,894

        工作物 70,225,191,180

        工作物減価償却累計額 -38,631,057,568

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 225,536,268

      物品 9,005,954,485

      物品減価償却累計額 -7,332,043,444

    無形固定資産 61,104,625

      ソフトウェア 53,073,700

      その他 8,030,925

    投資その他の資産 6,994,301,362

      投資及び出資金 168,980,548

        有価証券 38,543,217

        出資金 130,437,331

        その他 -

      長期延滞債権 137,326,113

      長期貸付金 18,861,504

      基金 6,676,372,677

        減債基金 1,698,291,851

        その他 4,978,080,826

      その他 1,233,693

      徴収不能引当金 -8,473,173

  流動資産 3,763,097,701

    現金預金 1,360,581,734

    未収金 84,605,165

    短期貸付金 339,838,328

    基金 1,552,010,128

      財政調整基金 1,552,010,128

      減債基金 -

    棚卸資産 428,361,840

    その他 724,862

    徴収不能引当金 -3,024,356

  繰延資産 - 純資産合計 49,343,271,230

資産合計 70,967,970,482 負債及び純資産合計 70,967,970,482

連結貸借対照表
（平成31年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：安芸市

会計：連結会計 （単位：円）

    資産売却益 37,605,731

    その他 -

純行政コスト 18,993,404,825

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 8,765,046

  臨時利益 37,605,731

  臨時損失 761,097,986

    災害復旧事業費 699,615,205

    資産除売却損 52,717,735

    使用料及び手数料 827,759,035

    その他 642,061,672

純経常行政コスト 18,269,912,570

      社会保障給付 1,888,063,993

      その他 42,594,081

  経常収益 1,469,820,707

        その他 259,573,926

    移転費用 12,126,200,470

      補助金等 10,195,542,396

      その他の業務費用 443,116,603

        支払利息 172,414,743

        徴収不能引当金繰入額 11,127,934

        維持補修費 208,592,266

        減価償却費 2,557,792,339

        その他 5,726

        その他 504,708,173

      物件費等 4,851,484,836

        物件費 2,085,094,505

        職員給与費 1,531,553,909

        賞与等引当金繰入額 159,892,393

        退職手当引当金繰入額 122,776,893

  経常費用 19,739,733,277

    業務費用 7,613,532,807

      人件費 2,318,931,368

連結行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

自治体名：安芸市

会計：連結会計 （単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 49,390,695,238 69,591,577,371 -20,200,882,133 -

  純行政コスト（△） -18,993,404,825 -18,993,404,825 -

  財源 18,876,084,351 18,876,084,351 -

    税収等 10,846,271,351 10,846,271,351 -

    国県等補助金 8,029,813,000 8,029,813,000 -

  本年度差額 -117,320,474 -117,320,474 -

  固定資産等の変動（内部変動） -545,786,246 545,786,246

    有形固定資産等の増加 1,599,658,830 -1,599,658,830

    有形固定資産等の減少 -2,623,614,794 2,623,614,794

    貸付金・基金等の増加 1,424,529,264 -1,424,529,264

    貸付金・基金等の減少 -946,359,546 946,359,546

  資産評価差額 -122,409 -122,409

  無償所管換等 14,018,362 14,018,362

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 20,920,285 37,066,359 -16,146,074 -

  その他 35,080,228 -32,200 35,112,428

  本年度純資産変動額 -47,424,008 -494,856,134 447,432,126 -

本年度末純資産残高 49,343,271,230 69,096,721,237 -19,753,450,007 -

連結純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日



【様式第4号】

自治体名：安芸市

会計：連結会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 123,255,776

本年度歳計外現金増減額 -21,135,833

本年度末歳計外現金残高 102,119,943

本年度末現金預金残高 1,360,581,734

財務活動収支 -385,972,719

本年度資金収支額 122,380,545

前年度末資金残高 1,140,716,913

比例連結割合変更に伴う差額 -4,635,667

本年度末資金残高 1,258,461,791

    地方債等償還支出 1,882,607,100

    その他の支出 151,051,285

  財務活動収入 1,647,685,666

    地方債等発行収入 1,586,900,000

    その他の収入 60,785,666

    資産売却収入 59,330,653

    その他の収入 6,556,629

投資活動収支 -1,271,010,930

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,033,658,385

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,691,228,349

    国県等補助金収入 742,148,336

    基金取崩収入 594,569,074

    貸付金元金回収収入 288,623,657

  投資活動支出 2,962,239,279

    公共施設等整備費支出 1,599,909,985

    基金積立金支出 1,023,329,294

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 339,000,000

    災害復旧事業費支出 699,615,205

    その他の支出 17,027,046

  臨時収入 363,807,100

業務活動収支 1,779,364,194

【投資活動収支】

    税収等収入 10,824,542,529

    国県等補助金収入 7,013,989,130

    使用料及び手数料収入 875,224,049

    その他の収入 623,324,216

  臨時支出 716,642,251

    移転費用支出 12,126,200,470

      補助金等支出 10,195,542,396

      社会保障給付支出 1,888,063,993

      その他の支出 42,594,081

  業務収入 19,337,079,924

    業務費用支出 5,078,680,109

      人件費支出 2,382,398,586

      物件費等支出 2,266,668,857

      支払利息支出 172,414,743

      その他の支出 257,197,923

連結資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 17,204,880,579



１.重要な会計方針

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法

①有形固定資産 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア.昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・・・・再調達原価

ただし、道路・河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

イ.昭和60年度以降に取得したもの

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・取得原価

取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

②無形固定資産 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 原則として取得原価

ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。

なお、一部の連結対象団体においては、原則、取得原価としています。

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法

①満期保有目的有価証券

なし

②満期保有目的以外の有価証券

ア.市場価格のあるもの ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格

イ.市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

③出資金

ア.市場価格のあるもの

なし

イ.市場価格のないもの ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・出資金額

当するものとしています。

こととします。

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法は以下の通りです。

個別法による低価法（住宅団地整備事業特別会計）

先入先出法による原価法（水道事業会計）

ないため、附属明細書の③投資及び出資金の明細において実質価額の算出は行わない

また、公益法人への出資金については、公益法人の貸借対照表上に資本金の記載が

安芸市
連結会計財務書類における注記

ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状況の悪化により出資金の価値

が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。

なお、実質価額の低下割合が30％以上である場合には、「著しく低下した場合」に該
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（４）有形固定資産等の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・定額法

なお、主な耐用年数は以下の通りです。

建物 6 年 ～ 65 年

工作物 3 年 ～ 78 年

物品 2 年 ～ 50 年

ただし、一部の連結対象団体については定率法によっています。

②無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・定額法

ソフトウェアについては、見込利用期間（5年）に基づく定額法によっています。

③

ます。）

・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

（５）引当金の計上基準及び算定方法

①徴収不能引当金

ます。

ています。

②退職手当引当金

期末自己都合要支給額を計上しています。

③損失補償等引当金

なし

④賞与等引当金

見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

（６）リース取引の処理方法

①ファイナンス・リース取引

　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っていきます。

イ. ア以外のファイナンス・リース取引

  　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

②オペレーティング・リース取引

なし

翌年度の6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の

ア .所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年以内のリース取引及びリース

 　 料総額が300万円以下のファイナンス・リースを除きます。）

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内のリース取引

及びリース契約1件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除き

未収金については、過去5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上してい

長期延滞債権については、過去5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上し
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（７）連結資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物

を含んでいます。

（８）消費税の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。

２.重要な会計方針の変更等　（平成30年度における変更点）

（１）会計方針の変更

なし

（２）表示方法の変更

なし

（３）資金収支計算書における資金の範囲の変更

なし

３.重要な後発事象

（１）主要な業務の改廃

なし

（２）組織・機構の大幅な変更

なし

（３）地方財政制度の大幅な改正

なし

（４）重大な災害等の発生

なし

４.偶発債務

なし

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの

なし

（１）補償債務及び損失補償債務負担の状況

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受け払い
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５.追加情報

（１）連結対象団体（会計）

※区分は地方財政法第5条第1号の規定に基づいています。

す。

②地方三公社は、すべて全部連結の対象としています。

（２）出納整理期間

しています。

（３）表示単位未満の取扱い

る場合があります。

（４）売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。

ア.範囲

売却予定とされている公共資産

イ.内訳

なし

間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整

表示単位未満の金額は四捨五入することとしておりますが、四捨五入により合計金額に齟齬が生じ

地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期

間における現金の受け払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

なお、出納整理期間を設けていない（団体）会計と出納整理期間を設けている団体（会計）との

①一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としていま

安芸市土地開発公社 地方三公社・第三セクター等 全部連結 ―

高知県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 2.7%

こうち人づくり広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 2.7%

高知県市町村総合事務組合（消防補償等業務） 一部事務組合・広域連合 比例連結 3.7%

安芸広域市町村圏特別養護老人ホーム組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 51.8%

高知県広域食肉センター事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 2.7%

団体（会計）名 区分 連結の方法
比例連結

割合

安芸広域市町村圏事務組合(一般会計） 一部事務組合・広域連合 比例連結 28.4%
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